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　9月といえば台風シーズンですね。今年は日本を直撃する台風や大雨などによ
る被害が少ないことを、願わずにはいられません。
　掲載内容に関してご不明点等あれば、お気軽に当事務所までお問い合わせく
ださい。



○ Zeimu information

マイカー通勤の通勤手当の
限度額が改正されました

6月22日に成立した平成23年度税制改正について、6月30日付の官報で詳細部分が明らかとなりま
した。

このうち今回は、主にマイカー通勤者に影響が出る通勤手当の限度額改正について、お届けした
いと思います。

先ずは現状の取扱いから

改正は、いわゆるマイカー通勤者が対象です

事業者が、従業員に通勤手当を支給している場合には、その通勤手当のうち一定の金額まで所得
税や住民税がかかりません。このように税金がかからないことを、非課税といいます。

ところが、今回の改正により、上記ただし書き部分が削除されました。つまり、【通勤距離に応
じた非課税金額】しか適用できません。上記の例でいえば、(ﾛ)は使えなくなり、(ｲ)の16,100円が
非課税金額となります。そのため、改正後Aさんは通勤手当20,000円と(ｲ)との差額3,900円につい
て税金がかかります。

今回の改正は、いわゆるマイカー通勤者が対象です。ガソリン代が高騰しているこの時代にあっ
て、非常に厳しい改正項目です。

この改正の適用開始は、平成24年1月1日以後支給分になります。マイカー通勤者を雇用されてい
る事業主にあっては、改正後の影響を検討しましょう。

上記の場合、(ｲ)＜(ﾛ)のため、(ﾛ)の24,610円が非課税金額です。Aさんの通勤手当は20,000円で
すから、Aさんの通勤手当は、全額税金がかかりません。

【通勤距離に応じた非課税金額】

24,500円⑥ 45km以上

20,900円⑤ 35km以上 45km未満

16,100円④ 25km以上 35km未満

11,300円③ 15km以上 25km未満

6,500円② 10km以上 15km未満

4,100円① 2km以上 10km未満

非課税金額（1ヶ月あたり）通勤距離（片道）

非課税と一言でいっても、この場合の非
課税となる金額は、通勤距離や通勤のため
に利用するもの（電車を利用する、マイ
カーを利用するなど）に応じて異なります。
たとえば、マイカー通勤者は、右表のとお
り通勤距離に応じて非課税の金額が設けら
れています。
ただし、右表③～⑥の非課税金額は、そ

れぞれの金額よりも仮に公共交通機関を利
用した場合の運賃相当額が高ければ、10万
円を上限にその運賃相当額が非課税金額と
なります。

例

従業員Aさんは、会社へマイカー通勤しています。自宅から会社までの距離は、片道34kmあります。
Aさんは通勤手当として毎月20,000円の支給を受けています。
この場合の、通勤手当に係る非課税金額について、考えてみましょう。

(ｲ) 通勤距離に応じた非課税金額
片道25km以上 35km未満･･･16,100円

(ﾛ) 公共交通機関を利用した場合の非課税金額
合理的な通勤経路による1ヶ月当たりの定期乗車券の額･･･24,610円
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○ Zeimu information

海外の遺産も
相続税の課税対象です

故筑紫哲也氏の遺族が、東京国税局の税務調査を受け、約7,000
万円の遺産の申告漏れを指摘されたことは、報道等によりご存知
の方も多いことでしょう。指摘された約7,000万円のうち、海外口
座約4,000万円は同氏が米国特派員時代に購入したニューヨークの
不動産売却代金で、これを意図的な所得隠しと認定され、通常の
相続税のほか重加算税が課税されたそうです。この場合の重加算
税は、重加算税の対象となった税額の35％が別途かかることを意
味しています。

ところで、海外の遺産は相続税の申告をしなくてもよい、と勘
違いされる方がいらっしゃいます。

しかし、相続人が日本国内に居住していれば、遺産が日本にあ
るか海外にあるかに関係なく、相続税がかからない一定のものを
除き全世界にある遺産すべてが相続税の対象となります。

また、海外ならば、国税局や税務署の課税庁側にバレないだろ
う、と思っていらっしゃる方もいます。しかし、「被相続人が所
有していた海外の預金やコンドミニアムを、相続税の申告から除
外していたもの」が脱税の手段として国税庁から公表されている
ように、実際は、バレます。（「平成22年度査察（マルサ）の概
要」より）

課税庁側は、お亡くなりになった方の経歴をみて、長期の渡航
経験者だと分かれば、海外に遺産があるかどうか確認することは、
もはや当たり前のことといえるでしょう。

では、海外の遺産をどうやって確認するか、といえば･･･。
まずそもそも、日本国政府は諸外国と租税条約を締結していま

す。この租税条約のほぼすべてにおいて「情報交換規定」が設け
られています。この「情報交換規定」とは、平たくいえば、お互
い租税回避や脱税に利用されないように、可能な限り、お互い情
報を提供し合いましょう、という規定です。

つまり、調べてほしいことがあれば、この「情報交換規定」を
用いて、相手国に調べてもらうこともできる、ということです。
もちろん、課税庁側の調査官が海外へ出向いて調べることもあり
ます。

近年、日本の会社がグローバル化されるに従い、課税庁側もグ
ローバル化に対応してきています。もちろん、個人についても、
同様です。

「海外だから、バレないだろう」は、もはや通用しない世の中
になってきていると、認識したほうがよいでしょう。
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労務情報

9月より厚生年金保険の
保険料率が引き上げとなります

平成23年9月分からの厚生年金保険料額表

この厚生年金保険料率の変更は、社会保険の算定基礎の反映とともに行われ、また、9月以降に支
給する賞与についても、新しい保険料率で算出した保険料を被保険者から徴収の上、事業主負担分
とあわせて納付することとなります。原則として、社会保険料は翌月に支払う給与から控除するこ
ととなっていますので、自社の徴収月を確認の上、徴収額および徴収時期を間違えないようにしま
しょう。

なお、厚生年金基金に加入している会社は、基金ごとに定められている免除保険料率を控除した
率となりますので、厚生年金基金に問い合わせていただく必要があります。

平成16年に行われた年金制度の改正により、厚生年金保険の保険料率は、平成29年まで毎年9月
に0.354%ずつ引き上げられることとなっています。これにより平成23年9月からの厚生年金保険の
保険料率は16.412％となり、これを労使折半で8.206％ずつ負担することになります。具体的な保
険料額は以下のとおりとなっています。

(単位：円）

全 額 折 半 額

等 級 月 額 日 額 16.412% 8.206%

円以上 円未満
1 98,000 3,270 ～ 101,000 16,083.76 8,041.88

2 104,000 3,470 101,000 ～ 107,000 17,068.48 8,534.24

3 110,000 3,670 107,000 ～ 114,000 18,053.20 9,026.60

4 118,000 3,930 114,000 ～ 122,000 19,366.16 9,683.08

5 126,000 4,200 122,000 ～ 130,000 20,679.12 10,339.56
6 134,000 4,470 130,000 ～ 138,000 21,992.08 10,996.04

7 142,000 4,730 138,000 ～ 146,000 23,305.04 11,652.52

8 150,000 5,000 146,000 ～ 155,000 24,618.00 12,309.00

9 160,000 5,330 155,000 ～ 165,000 26,259.20 13,129.60

10 170,000 5,670 165,000 ～ 175,000 27,900.40 13,950.20
11 180,000 6,000 175,000 ～ 185,000 29,541.60 14,770.80

12 190,000 6,330 185,000 ～ 195,000 31,182.80 15,591.40

13 200,000 6,670 195,000 ～ 210,000 32,824.00 16,412.00

14 220,000 7,330 210,000 ～ 230,000 36,106.40 18,053.20

15 240,000 8,000 230,000 ～ 250,000 39,388.80 19,694.40
16 260,000 8,670 250,000 ～ 270,000 42,671.20 21,335.60

17 280,000 9,330 270,000 ～ 290,000 45,953.60 22,976.80

18 300,000 10,000 290,000 ～ 310,000 49,236.00 24,618.00

19 320,000 10,670 310,000 ～ 330,000 52,518.40 26,259.20

20 340,000 11,330 330,000 ～ 350,000 55,800.80 27,900.40
21 360,000 12,000 350,000 ～ 370,000 59,083.20 29,541.60

22 380,000 12,670 370,000 ～ 395,000 62,365.60 31,182.80

23 410,000 13,670 395,000 ～ 425,000 67,289.20 33,644.60

24 440,000 14,670 425,000 ～ 455,000 72,212.80 36,106.40
25 470,000 15,670 455,000 ～ 485,000 77,136.40 38,568.20

26 500,000 16,670 485,000 ～ 515,000 82,060.00 41,030.00

27 530,000 17,670 515,000 ～ 545,000 86,983.60 43,491.80

28 560,000 18,670 545,000 ～ 575,000 91,907.20 45,953.60

29 590,000 19,670 575,000 ～ 605,000 96,830.80 48,415.40
30 620,000 20,670 605,000 ～ 101,754.40 50,877.20

報酬月額
標準報酬
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経営情報

（※）中小企業庁「中小企業白書（2011年版）」記載の「産業、生活を支える企業に関するアンケート調査」。
中小企業庁の委託により、2010年11月に（株）三菱総合研究所が企業26,000社を対象に実施したアンケート調査で、
回収率は13.3％です。なお、白書の全文は以下の中小企業庁のサイトで確認できます。
http://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/h23/h23_1/h23_pdf_mokuji.html

中小企業が今後取り組むべきと
考えていることは

現状を変えたいと考える企業が多い

一部で明るい兆しが見えつつあった中小企業を取り巻く経営環境ですが、3月の東日本大震災に
よって、再び先行きが不透明になっています。また、節電要請などにより企業の生産活動にも制約
がでるなど、直接震災の被害を受けていない企業にも影響が及んでいます。こうした厳しい状況の
中、中小企業は何が必要だと感じているのでしょうか。

ここでは7月1日に公開された2011年版の中小企業白書（※）から、中小企業が「今後取り組むべ
きこと」と考えていることについて、ご紹介していきます。

この結果を見ると、現状をなん
とか変えていかなければならない、
という危機感が感じられます。国
内市場は人口の減少に伴い、今後、
縮小していくことが明らかであり、
海外に市場を求める企業は今後も
増えることでしょう。産業によっ
ては国内の空洞化もさらに進むこ
とが考えられます。

このようなことから、既存のビ
ジネスのままでは将来に対する不
安があり、新たな顧客や新たな事
業を求める中小企業が多くなって
いるものと思われます。

上記白書から、中小企業が今後取り組むべきことに関するアンケート結果をまとめると、グラフ
のとおりです。最も回答が多かったのは、製造業、非製造業ともに「新規需要の掘り起こし」でし
た。製造業で61.1％、非製造業で60.5％の企業が回答しています。次いで、製造業・非製造業とも
「既存事業の高付加価値化」、「新事業の展開」の順となりました。

中小企業が今後取り組むべきこと（単位：％、複数回答）

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

系列外金融機関からの資金調達

系列内金融機関からの資金調達

その他

系列内企業との連携

系列外企業との連携

輸出、海外展開

系列内企業との取引拡大

系列外企業との取引拡大

多様な人材の活用

研究開発、技術開発

新事業の展開

既存事業の高付加価値化

新規需要の掘り起こし

非製造業

製造業

中小企業庁

「中小企業白書（2011年版）」より作成

ターゲットは明確に

新規需要の掘り起こしも既存事業の高付加価値化も、新事業の展開も、まずは、自社は誰に何を
提供するのか、ここを明確にしなければなりません。「誰に」という部分が明確でなければ、ター
ゲットがぼやけてしまい、「何を」の部分である製品やサービスの訴求するポイントがずれてしま
う恐れがあります。

おろそかにはできない部分ですから、じっくりと考え明確にしておくことが大切だと思われます。
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看護職員として対象経験のある人の退職理由（単位：％）
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15.1

17.7

19.7
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0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0

定年退職のため

看護職員にむかなかったため

教育体制が充実していないため

他分野（看護以外）への興味

キャリアアップの機会がないため

進学のため

無回答

家族の健康問題・介護のため

給与に不満があるため

本人の健康問題のため

責任の重さ・医療事故への

不安があるため

夜勤の負担が大きいため

休暇がとれない・

とりづらいため

通勤が困難なため

超過勤務が多いため

人間関係がよくないから

他施設への興味

結婚のため

その他

出産・育児のため

（主な理由3つまで）

回答者数11,999人

厚生労働省「看護職

員就業状況等実態調

査結果」より作成

医業情報

職員さんが医療機関を
辞めた理由

出産や結婚以外の理由で多い
のは職場環境の問題

医療機関で働く職員さんが退職する理由にはさまざまなものがありますが、どのような理由が多
いのでしょうか。ここでは、看護職員（看護師、准看護師、保健師、助産師）として退職経験のあ
る人の退職理由をご紹介します。

今年3月に厚生労働省から発表された調査
（※）から、看護職員として退職経験のある
人が退職した理由をまとめると、右グラフの
とおりです。

最も多かったのは、「出産・育児のため」
でした。次いで「その他」、「結婚のため」、
「他施設への興味」の順で多くなっています。

女性が多い職種であることから、やはり、
出産や育児、結婚という理由が多くなってい
ますが、これら以外で10％以上の回答があっ
た理由をみると、「人間関係がよくないか
ら」、「超過勤務が多いため」、「通勤が困
難なため」、「休暇がとれない・とりづらい
ため」など、職場環境を理由としたものが多
くなっていることがわかります。

出産・育児や結婚の場合、その人の生活環
境が大きく変化するため、やむなく退職する
ケースがあります。しかし、職場環境の場合
は、そこで働く職員さんや医療機関経営者の
方のさまざまな改善等によって、変えられる
部分があります。退職理由となっている職場
環境を改善していくことで、職員さんの定着
率向上も期待できます。

自院をよりよくしていくためのヒントとし
て、こうした調査結果を活用されてはいかが
でしょうか。

職場環境の改善で定着率向上を

（※）厚生労働省「看護職員就業状況等実態調査結果」
保健師、助産師、看護師及び准看護師の免許を有する者を対象に、平成22年8月から平成23年1月にかけて実
施された調査。各都道府県を通じて、看護師等学校養成所の卒業生に対して質問紙調査を実施。20歳代から
50歳代までを同数抽出。調査対象数39,134人、有効回答数 20,388人、うち、看護職員として就業している
人は17,384人となっています。詳細は以下の厚生労働省のサイトで確認できます。
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000017cjh.html
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今月は3月決算先では上半期の業績の確認及び下半期の方針を決める大事な時期です。また
台風シーズンですので、防災や安全対策の見直しを図り、万が一に備えておくことも大切です。

１．上半期の業績報告及び下半期の方針発表会

3月決算法人は9月で上半期が終了します。
初年度に立てた経営計画の達成状況をチェックし、下半期の対策や今後の経営計画の再検討をしましょう。
また、社員全員で検討会を開催し、意思の疎通を図るのも良いでしょう。会場が必要な場合は早めに手配をしておくこ

とが肝心です。

２．平成23年9月分（10月納付分）から厚生年金保険の保険料率が改定

今月分から厚生年金保険料が変更になり、0.354％引き上げられ16.412％となります。変更後の保険料は「平成23年9月
分（10月納付分）から、平成24年8月分（9月納付分）まで」適用されますので、控除間違いのないよう注意が必要です。

３．社会保険料 定時決定結果の反映（平成23年9月より）

7月に提出された算定基礎届などに基づき、9月からは新たに定時決定された標準報酬月額を使用することになります。
新しい標準報酬月額に基づいた保険料は、9月分（10月末納付）からです。※社員からの社会保険料控除（翌月控除、当
月控除）については各々の取り扱いをご確認ください。

４．障害者雇用支援月間

9月は「障害者雇用支援月間」です。平成22年7月より障害者雇用納付金制度が改正され、常時雇用している労働者数が
200人を超え300人以下の中小企業事業主も納付金制度の適用対象となりました。また、週20時間以上30時間未満の短時間
労働者も納付金の申告、障害者雇用調整金等の支給申請の対象になりました。改めてその内容を確認しておきましょう。

５．高卒採用の選考開始

来春高卒予定者については、求人票も各学校へ配布され各学校からの「○○という者を推薦しますので○月○日に履歴
書を持って行かせます。」などと推薦の連絡が入り、採用活動も本格的になります。
推薦文書・応募書類で書類選考、面接の日程・内容の打合せ、面接・採用試験後の段取りを決め、採用試験を迎えま

しょう。
採用選考では志願者に面接をする企業も多数あることと思いますが、してはいけない質問もあります。
以下の質問はタブーとなりますので注意しましょう。
◆出身地、本籍を問うもの

＜あなたの出身地はどちらですか＞
◆家族構成、家族の職業を問うもの

＜あなたのお父さんは何をしていますか。ご兄弟の勤務先はどちらですか＞
◆志願者の信条を問うもの

＜あなたの尊敬する人物を教えてください＞

６．防災や安全対策の見直し

[防災対策]
9月1日は防災の日です。折りしも台風シーズンで、風水害が多発する季節でもあります。
防災対策の見直し機会と捉えて、全社的に再点検しましょう。避難経路、避難場所、緊急連絡網の整備もしましょう。
□大雨で雨漏りがしてしまうかも！
施設や工場等、適宜点検・修理依頼をしましょう。

□万が一が起きてしまう前に！
ライフラインが途絶えてしまう危険も考え、日頃からの準備が肝要です。
・非常時用の医薬品等の準備 ・書類を重要度に応じた表示や区分をして整理

[安全運動]
秋の全国交通安全運動が9月21日～30日にかけて行われます。これを機に、安全運転の徹底や通勤許可申請の更新手続

き、運転免許証のチェックを行うなど社内管理を強化しておきましょう。

１．上半期の業績報告及び下半期の方針発表会

２．平成23年9月分（10月納付分）から厚生年金保険の保険料率が改定

３．社会保険料 定時決定結果の反映（平成23年9月より）

４．障害者雇用支援月間

５．高卒採用の選考開始

６．防災や安全対策の見直し

お仕事備忘録
2011年9月
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台風シーズンです。防災や安全対策の見直しを図るととも

に、納期遅れ等のトラブルに備えた整備（取引先への連絡

手段、代替手段など）もしておきましょう。

お仕事お仕事
カレンダーカレンダー

●健康保険・厚生年金保険料の支払（8月分）赤口金30

大安木29

仏滅水28

先負火27

赤口月26

大安日25

仏滅土24

秋分
秋分の日

先負金23

友引木22

●秋の全国交通安全運動（～30日まで）先勝水21

赤口火20

敬老の日大安月19

仏滅日18

先負土17

●新卒高校生の採用選考・内定開始友引金16

先勝木15

赤口水14

大安火13

●源泉所得税・住民税特別徴収分の納付（8月分）
●一括有期事業開始届（建設業）届出

仏滅月12

先負日11

友引土10

先勝金9

白露赤口木8

大安水7

仏滅火6

先負月5

友引日4

先勝土3

赤口金2

大安木1

項 目六曜曜日日
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